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出資法人経営評価の結果について 

 

 

 

１ 目的 

(1) 出資法人が、平成 28 年度の経営状況について、中期経営計画や年度目標を踏まえて自

ら点検評価し、達成度の把握や課題の検証を行うことにより、経営の改善につなげる。 

(2) 県においても、出資法人の経営状況や点検評価の結果を踏まえて、出資者の立場で評

価するとともに、出資法人に対して必要な関与を行う。 

(3) 出資法人および県の評価結果を公表することにより、出資法人の経営状況の「見える化」

を図る。 

 

２ 評価対象法人 

県が基本財産等の４分の１以上を出資し、または出捐している 26 法人 

 

 

 

    ※（公財）国際湖沼環境委員会は、平成 28 年度から基本財産等の４分の１未満の出資と

なったため、評価の対象外としている。 

 

３ 評価方法 

出資法人および県の双方が、５つの視点（①効果性、②効率性、③健全性、④自立性、

⑤透明性）から評価を行うとともに、総合的評価を行う。 

     

    

 

 

 ４ 公表 

    評価結果は、毎年度、県議会に報告するとともに、県のホームページにおいて公表する。 

  

地方独立行政法人法に基づき設立された法人（滋賀県立大学）および特別法に基づ

き設置され、国の関与が前提とされている法人（滋賀県信用保証協会）を除く。 

経営評価の目的等 

（昨年度からの主な改善点） 

 ・業務活動の適正性の確保を図るため、業務監査の実施状況に係る評価項目を追加した。 

参考資料  ２ 



 

2 

 

 

 
  

１  ５つの視点ごとの主な評価結果の概要 
 

 効果性  
 
(1) 中期経営計画・年度目標の策定状況 

①概要 

・ 新たに１法人（（一財)滋賀県動物保護管理協会）で中期経営計画が策定され、また新

たに１法人（（公財）滋賀県道路公社）で年度目標が策定され、中期経営計画、年度目

標のいずれも策定している法人は 20 法人となった。 
 

評価区分 H27 H28 H28 年度の対象法人 

中期経営計画、年度目標とも策定 18 20 （記載略） 

中期経営計画のみ策定 5 4 
（公財）滋賀県体育協会、（公財）滋賀県国際協会、（公

財）滋賀食肉公社、（公財）滋賀水産振興協会 

年度目標のみ策定 3 2 
(公財)滋賀県希望ヶ丘文化公園、(一社)滋賀県畜産振

興協会 

中期経営計画、年度目標とも未策定 0 0 － 
      

②今後の方針 

・  出資法人の健全な経営を確保し、効果的な事業展開を図る観点から、特に年度目標

のみ策定の２法人に対し、中期経営計画の早期策定を求める。また、中期経営計画の

み策定の４法人に対しては、年度目標の策定を促す。 

 

(2) 活動の成果の達成度 
①概要 

・  新たに２法人（(一財)滋賀県動物保護管理協会、(公財)滋賀県農林漁業担い手育成

基金）が成果指標を定め、定めていない法人は 1 法人となった。 

・  成果指標を定めている 25 法人のうち、約８割で「概ね目標どおり達成」以上の成果と

なった。 
 

評価区分 H27 H28 H28 年度の対象法人 

成 果 指

標 の 設

定あり 

目標以上に達成 1 1 （記載略） 

目標どおり達成 5 5 （記載略） 

概ね目標どおり達成 12 13 （記載略） 

達成しているものもあるが十分ではない 5 6 

（公財）糸賀一雄記念財団、（公財）滋賀県陶芸の

森、(公社)びわこビジターズビューロー、(公財)滋賀

食肉公社、(株)滋賀食肉市場、信楽高原鐵道(株) 

成果指標の策定なし 3 1  (一社)滋賀県畜産振興協会 

        

②今後の方針 

・  成果指標が設定されていない１法人には、早期の設定を求める。 
 

 効率性  
 
(1) 経常費用に占める管理費の状況 

①概要 

・  管理費の経常費用に占める比率は、15 法人で前期に比べて増加したほか、２期連

続で増加している法人は２法人増の５法人となった。 

  

経営評価の結果 
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評価区分 H27 H28 H28 年度の対象法人 

管理費比率が２期連続で減少 8 2 （記載略） 

管理費比率が前期に比べ減少 4 8 （記載略） 

管理費比率が前期に比べ増加 11 10 

滋賀県土地開発公社、(公財)びわ湖芸術文化財団、(一財)滋

賀県動物保護管理協会、(公財)滋賀県陶芸の森、パナソニック

アソシエイツ滋賀（株）、(公財)滋賀食肉公社、(株)滋賀食肉市

場、(公財)滋賀県建設技術センター、滋賀県道路公社、(公財)

滋賀県暴力団追放推進センター 

管理費比率が２期連続で増加 3 5 

（公財）滋賀県環境事業公社、（公財）滋賀県緑化推進会、(公

財)滋賀県生活衛生指導センター、信楽高原鐡道（株）、（公財）

滋賀県文化財保護協会 

       ※前期に比べて増減がなかった法人は表に含まれていない。 
        ※下線は、H28 年度に新たに「管理費比率が２期連続で増加」の評価区分となった法人。 
        

②今後の方針 

・  管理費率は、全体的に増加傾向にあり、経営の効率性・柔軟性を高めるため、管理

費比率が増加している法人を中心に、管理費比率減少に向けた取組を促進する。 
 

(２) 経常収益・費用の比率 
①概要 

・  経常収益が経常費用を上回った法人は、前期と同様、全体の半数以上の 14 法人と

なった。一方、２期連続で下回った法人は、１法人増の９法人となった。 
 

評価区分 H27 H28 H28 年度の対象法人 

経常収益が２期連続で経常費用を上回った 10 11 （記載略） 

経常収益が当期は経常費用を上回った 4 3 （記載略） 

経常収益が当期は経常費用を下回った 4 3 

(公財)滋賀県希望ヶ丘文化公園、(一財)滋賀県

動物保護管理協会、(公社)びわこビジターズビュ

ーロー 

経常収益が２期連続で経常費用を下回った 8 9 

(公財)淡海文化振興財団、(公財)びわ湖芸術文

化財団、（一社）滋賀県造林公社、(公財)滋賀県

生活衛生営業指導センター、(公財)滋賀県産業

支援プラザ、（公財）滋賀県陶芸の森、(一社)滋

賀県畜産振興協会、(公財)滋賀県水産振興協

会、(公財)滋賀県暴力団追放推進センター 

 ※下線は、H28 年度に新たに「経常収益が２期連続で経常費用を下回った」の評価区分となった法人。  
②今後の方針 

・  経常収支は、全体的に平成 27 年度と同様の傾向にあるが、継続的に経常収益が経

常費用を下回っている法人を中心に、収益確保、経費縮減の取組を促進する。 
 

 健全性  
 
(1) 債務超過の状況 

①概要 

・  債務超過の法人は、平成 27 年度に引き続き、(株)滋賀食肉市場の１法人のみとなっ

た。同法人は、２期連続で単年度損益の黒字化を達成し、債務超過額も減少している

が、その解消には至っていない。 

 

 

②今後の方針 

・  平成 28 年９月にとりまとめた滋賀食肉センター経営研究会の報告を踏まえ、経営改

善計画の策定とその着実な実施を求め、県においても進捗の検証を行う。 

  

(株)滋賀食肉市場の債務超過額   H28 決算 396,242 千円 （対前年度比 ▲36,617 千円）  
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(2) 正味財産期末残高の状況 
①概要 

・  正味財産が増加した法人および減少した法人は、各々13 法人となった。また、26 法

人全体の正味財産の期末残高は29,572 百万円で、前期に比べ279 百万円増加した。 
 

評価区分 H27 H28 H28 年度の対象法人 

２期連続で増加 9 11 （記載略） 

前期に比べ増加 6 2 （記載略） 

前期に比べ減少 4 4 

(公財)滋賀県希望ヶ丘文化公園、(一財)滋賀県動物保護管理協会、(公

社)びわこビジターズビューロー、(公財)滋賀県農林漁業担い手育成基

金 

２期連続で減少 7 9 

(公財)淡海文化振興財団、(公財)びわ湖芸術文化財団、(公財)滋賀県体

育協会、(一社)滋賀県造林公社、(公財)滋賀県産業支援プラザ、(公財)

滋賀県陶芸の森、(一社)滋賀県畜産振興協会、(公財)滋賀県水産振興

協会、(公財)滋賀県暴力団追放推進センター  
 ※土地開発公社、道路公社、株式会社においては、資本（純資産）の部の増減を評価している。 
 ※下線は、H28 年度に新たに「２期連続で減少」の評価区分となった法人。 
 
②今後の方針 

・  全体的に財務の健全性は高まっているが、正味財産期末残高が減少傾向にある法

人を中心に自主財源の確保などの取組を促進する。 
 

(3) 累積欠損金の状況 
①概要 
・  累積欠損金がある４法人のうち、３法人で累積欠損金が減少した。 

 (単位：千円) 

累積欠損金が生じている法人 H27 末累積欠損金 H28 末累積欠損金 増 減 

(一財)滋賀県動物保護管理協会 2,185 3,373 1,188 

(公財)滋賀食肉公社 1,053,690 1,004,403 ▲49,287 

(株)滋賀食肉市場 476,929 440,312 ▲36,617 

信楽高原鐡道(株) 299,895 295,578 ▲4,317 

計 1,832,699 1,743,666 ▲89,033 
 
②今後の方針 
・  各法人における経営改善の取組の成果が一定表れてきているが、依然として多額

の累積欠損金が生じているため、引き続き、管理費の節減や利用者数の増加、経営
改善計画の着実な実施など累積欠損金の解消に向けた取組を促進する。 

 

 自立性  
 
(1) 県派遣職員・県退職職員の状況（常勤職員に占める割合） 

①概要 
・ 常勤職員に県派遣職員がいる法人は 13 法人であり、その割合が前期に比べ低下した

法人はなく、上昇した法人は５法人となった。 
・ 県退職職員がいる法人は 17 法人であり、その割合が前期に比べ低下した法人は１法

人、上昇した法人は３法人となった。 
・ 割合が上昇した主な要因は、一時的な業務量増加や体制強化によるものである。 
 
（県派遣職員の割合の状況）  

評価区分 H27 H28 H28 年度の対象法人 

常勤職員に占める割合が前期に比べ低下 1 0 - 

常勤職員に占める割合が前期と概ね同程度 7 8 （記載略） 

常勤職員に占める割合が前期に比べ上昇 3 5 

(公財)滋賀県環境事業公社、(一社)滋賀県造林

公社、(公社)びわこビジターズビューロー、(公財)

滋賀食肉公社、滋賀県道路公社 

※常勤職員に県派遣職員がいなかった法人は表に含んでいない。 
※下線は、H28 年度に新たに「常勤職員に占める割合が前期に比べ上昇」の評価区分となった法人。 
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（県退職職員の割合の状況） 

評価区分 H27 H28 H28 年度の対象法人 

常勤職員に占める割合が前期に比べ低下 1 1 （記載略） 

常勤職員に占める割合が前期と概ね同程度 15 13 （記載略） 

常勤職員に占める割合が前期に比べ上昇 2 3 
 (公財)滋賀県希望ヶ丘文化公園、(公財)滋賀県

体育協会、(一社)滋賀県畜産振興協会 
※常勤職員に県退職職員がいなかった法人は表に含んでいない。 
※下線は、H28 年度に新たに「常勤職員に占める割合が前期に比べ上昇」の評価区分となった法人。 

 
（県派遣職員・県退職職員の人数の状況） 

区 分 
県派遣職員 県退職職員 計 

H27 H28 H27 H28 H27 H28 

役員の状況 66 人 66 人 70 人 76 人 136 人 142 人 

職員の状況 77 人 87 人 39 人 40 人 116 人 127 人 

※役員は各年度改選時点、職員は各年度４月１日時点（いずれも非常勤を含む）  
②今後の方針 
・  県職員の派遣等は、出資法人の要請に基づき、必要最小限の範囲にとどめることと

している。引き続き、派遣等の必要性を十分精査し、出資法人に対する人的関与の縮
小を図る。 

      
(2) 県財政支出の状況 

①概要 
・  県が財政支出をしている法人は 22 法人であり、そのうち経常収益に占める県の財政

支出の割合が低下した法人は９法人、上昇した法人は 13 法人となった。また、２期連
続で上昇した法人は、２法人増の５法人となった。 

 
評価区分 H27 H28 H28 年度の対象法人 

経常収益に占める県の財政支出の割合が２期連続で低下 6 5 （記載略） 

経常収益に占める県の財政支出の割合が前期に比べ低下 7 4 （記載略） 

経常収益に占める県の財政支出の割合が前期に比べ上昇 6 8 

(公財)滋賀県希望ヶ丘文化公園、

(公財)びわ湖芸術文化財団、(公財)

滋賀県体育協会、 (公財)滋賀県環

境事業公社、(一財)滋賀県動物保

護管理協会、(公財)滋賀県生活衛

生営業指導センター、(公財)滋賀県

陶芸の森、(公財)滋賀県建設技術セ

ンター 

経常収益に占める県の財政支出の割合が２期連続で上昇 3 5 

(公財)淡海文化振興財団、(公財)滋

賀県産業支援プラザ、(公社)びわこ

ビジターズビューロー、(公財)滋賀食

肉公社、(株)滋賀食肉市場 

※県の財政支出がなかった法人は表に含んでいない。 
※下線は、H28 年度に新たに「経常収益に占める県の財政支出の割合が２期連続で上昇」の評価区分となっ 
た法人。 

 

（県財政支出の状況）                                               （単位：百万円） 

項   目 H27 H28 増減 主 な 減 要 因 

県からの委託料・補助金等 6,788 5,788 ▲1,000 
滋賀県土地開発公社の公有地先行取得事業等

の減少 
 
 

②今後の方針 

・  県の財政支出に過度に依存しない財務体質を確立するため、県の財政的関与を縮

小していくことを基本に、個々の出資法人に対する県の支出について十分精査する。 
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(3) 県損失補償等の状況 
①概要 
・  県が債務に関する損失補償・債務保証をしている法人は、１法人（滋賀県道路公社）

減の３法人であり、そのうち２法人にて、借入金に占める県の損失補償・債務保証の割
合が低下した。 

 
評価区分 H27 H28 H28 年度の対象法人 

県の損失補償等の割合が２期連続で低下した。 1 1 (公財)滋賀食肉公社 

県の損失補償等の割合が前期に比べ低下した。 0 1 滋賀県土地開発公社 

県の損失補償等の割合が前期に比べ上昇した。 0 0 -  

県の損失補償等の割合が２期連続で上昇した。 0 0 - 

借入金はすべて県の損失補償等を受けている。 3 1 (公財)滋賀県環境事業公社 

※県の損失補償・債務保証がなかった法人は表に含んでいない。 
 

（県損失補償等の状況）                                             （単位：百万円） 

項   目 H27 H28 増減 主 な 減 要 因 

損失補償・債務保証の残高 15,052 14,410 ▲642 

クリーンセンター滋賀建設等のための借入金の

返済、滋賀食肉センター施設整備のための借

入金の返済 

県からの貸付金 

（参考） 

長期貸付 22,468 22,455 ▲13 － 

短期貸付 9,412 9,198 ▲214 
滋賀県土地開発公社の公有地先行取得事業

の減少 
  
②今後の方針 

・  引き続き、債務に関する損失補償・債務保証は、行わないことを原則としつつ、他の

方策による公的支援では対応困難であるなど、真に必要やむを得ない場合に限って、

行うものとする。 

 

 透明性  
 
(1) 情報公開規程の整備状況 

①概要 

・  新たに１法人（(公財)滋賀県生活衛生営業指導センター）で情報公開規程が策定さ

れ、全体の８割以上にあたる 22 法人で、情報公開規程が設けられている。 
評価区分 H27 H28 H28 年度の対象法人 

規程を整備している。 21 22 （記載略） 

規程を設けていない。 5 4 
(公財)糸賀一雄記念財団、(株)滋賀食肉市場、(一社)滋

賀県畜産振興協会、信楽高原鐵道(株) 
 
②今後の方針 

・  引き続き、情報公開規定の整備や、インターネットなどを用いた情報の提供を求め、

出資法人の透明性の向上を図る。 

 

(2) 会計専門家の関与状況・業務監査の実施状況 
①概要 

・  すべての法人において、財務諸表についての会計監査人監査、または、その作成過

程における会計の専門家による指導・助言が行われている。 

・  すべての法人において、監事または監査役により会計以外の業務活動に係る業務

監査が行われている。 
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②今後の方針 

・  財務諸表の適正性を確保するため、財務諸表についての会計監査人監査、または、

財務諸表の作成過程における会計の専門家による指導・助言等が引き続き行われる

よう取り組む。 

・  業務活動の適法性を確保するため、監事または監査役による業務監査が引き続き

行われるよう取り組む。 

 

 総括  
 

「滋賀県行政経営方針」において、出資法人の「経営改善」、「自立性拡大」および「透明

性向上」の推進を掲げており、以上の５つの視点の評価を踏まえ、以下のとおり総括する。 
 
（1） 「経営改善」の面では、全体的に財務の健全性が高まっており、財務面に課題のある法

人についても、債務超過や累積欠損金が縮小するなど経営改善の努力の成果が表れて

きているが、引き続き、各法人において、経営評価も活用した一層効果的な経営が行われ

るよう、積極的に働きかける。 
 
（2） 「自立性拡大」の面では、県の人的関与は、一時的な業務量の増加や体制強化への対

応等による増加分を除くと、ほぼ前年と同程度にある。また、県の財政的関与は、先行取

得用地の買戻し経費の減少もあり、財政支出の総額が前年に比べて減少している。引き

続き、県の人的、財政的支援に過度に依存することなく、各法人で自主的、主体的な経営

が行われるよう取組を促進する。 
 
(3) 「透明性向上」の面では、財務諸表については、全ての法人で会計専門家の関与がなさ

れている。情報公開規程が未整備の法人に対しては整備を求めるなど、引き続き、法人に

おける財務状況や活動状況の積極的な情報開示を促進する。 
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２  重点的関与法人の状況 
 
県において、重点的に関与することとしてきた５法人の状況は以下のとおりである。 

 

(1)「外郭団体見直し計画」で「縮小」とされた出資法人で取組が未了である法人 
 
① （公財）滋賀県希望が丘文化公園（平成 29 年４月から(公財)滋賀県文化振興事業

団より名称変更） 

・ 縮小の取組としては、平成 27 年度中に「出資法人のあり方」について方針を

決定することとしていた。 

・ 平成 27 年度に定めた方針を踏まえ、平成 29 年４月から、文化芸術部門は(公

財)びわ湖芸術文化財団に統合し、希望が丘文化公園の管理のみを担当する（公

財）滋賀県希望が丘文化公園として発足した。 

 

(2)「外郭団体見直し計画」で「抜本的経営見直し」とされた法人および債務超過である法人 
 
①(公財)滋賀県環境事業公社 

・  平成 23 年度に策定した５年間（H24-H28）の中期経営計画に基づき経営改革に

取り組んだ結果、処分料金収入が増加し、自己資本比率等にかかる目標も達成し

た。 
 

  
・ 平成 28 年度に策定した今後５年間（H29-H33）の新たな中期経営計画に基づき、

引き続き経営の安定化に取り組む。 

・ 県としても、経営の安定化のため、開業経費に係る償還金および投資的経費に

対し、資金的支援を継続する。 

 

②(一社)滋賀県造林公社 

・ 平成 28 年３月に策定した第２期中期経営改善計画（平成 28 年度～平成 32 年

度）に基づき、分収造林契約の変更等や収益性の高い販売による経営改善に取り

組んでいる。 

・ 県としては、同計画の着実な推進に向けて、健全な経営が確保されるよう、伐

採収益増へ繋がる取組への支援および指導・助言を行っていく。 

 
③(公財)滋賀食肉公社 

・ 平成 27 年度に引き続き、単年度黒字を計上したものの、と畜頭数の伸び悩み

等により、厳しい経営状況が続いており、県補助金収入を除くと依然として恒常

的な赤字を脱していない。 

・ 滋賀食肉センター経営研究会の報告を踏まえ、平成 29 年３月に「経営健全化

計画」を策定したところであり、県としても計画の進捗を検証するなど、着実な

経営改善を図る。 

 

④(株)滋賀食肉市場 

・ 平成 27 年度に引き続き、単年度黒字を計上したものの、依然として債務超過

の状態であり、厳しい経営状況が続いている。 

・ 滋賀食肉センター経営研究会の報告を踏まえ、ＰＤＣＡサイクルの仕組みを採

り入れた経営改善計画の策定とその着実な実施を求め、県としても計画の進捗を

検証するなど、着実な経営改善を図る。 

自己資本比率  （目標） H28 年度 50％以上 → （実績）H28 年度 54％  



平成28年度　出資法人の経営状況一覧

１　県出資比率等および法人の財務状況

1
総合

政策部
企画調整課 滋賀県土地開発公社 30,000 30,000 31,485 8,753,605 0 39.4% 49.9% 5.4% 19.1%

2
県民活動
生活課

(公財)淡海文化振興財団 50,000 30,000 ▲ 2,423 73,169 0 91.4% 0.0% 13.6% 61.1%

3
(公財)滋賀県希望ヶ丘文化公
園

32,600 25,400 ▲ 22,810 302,204 0 53.2% 0.0% 0.5% 44.3%

4 (公財)びわ湖芸術文化財団 100,000 100,000 ▲ 6,301 510,151 0 57.1% 0.0% 0.6% 21.8%

5 スポーツ課 (公財)滋賀県体育協会 159,820 101,280 ▲ 45,345 491,121 0 76.5% 0.0% 1.6% 35.8%

6
循環社会
推進課

(公財)滋賀県環境事業公社 55,700 18,000 202,085 3,149,901 0 53.8% 18.5% 10.5% 4.9%

7 (一社)滋賀県造林公社 21,600 18,000 ▲ 8,770 159,781 0 0.2% 21.9% 5.3% 37.5%

8 (公財)滋賀県緑化推進会 531,600 410,000 5,313 572,237 0 98.5% 0.0% 3.7% 24.9%

9 障害福祉課 (公財)糸賀一雄記念財団 62,903 24,609 36 65,798 0 99.4% 0.0% 36.6% 49.5%

10
(一財)滋賀県動物保護管理協
会

16,000 10,000 ▲ 1,188 12,628 3,373 32.5% 0.0% 3.0% 87.7%

11
(公財)滋賀県生活衛生営業指
導センター

6,000 2,000 362 10,126 0 79.6% 0.0% 13.5% 59.0%

12 商工政策課 (公財)滋賀県産業支援プラザ 50,000 43,900 ▲ 14,263 217,207 0 4.4% 92.1% 2.7% 21.7%

13
モノづくり
振興課

(公財)滋賀県陶芸の森 30,000 25,000 ▲ 2,084 205,071 0 73.3% 0.0% 1.7% 40.5%

14
(公社)びわこビジターズビュー
ロー

77,130 67,200 ▲ 6,382 100,077 0 40.0% 0.0% 4.7% 33.5%

15 (公財)滋賀県国際協会 436,346 400,000 466 762,857 0 96.4% 0.0% 5.8% 37.2%

16
労働雇用
政策課

パナソニックアソシエイツ滋賀
（株）

50,000 22,000 38,897 708,020 0 58.7% 0.0% 0.6% 9.0%

17 農業経営課
(公財)滋賀県農林漁業担い手
育成基金

502,000 251,000 ▲ 11,941 587,654 0 99.3% 0.0% 0.6% 18.4%

18 (公財)滋賀食肉公社 1,404,955 1,376,205 69,221 421,074 1,004,403 14.7% 84.0% 2.6% 8.7%

19 (株)滋賀食肉市場 44,070 19,000 36,617 ▲ 396,242 440,312 ▲93.8% 87.1% 82.0% 32.6%

20 (一社)滋賀県畜産振興協会 115,053 42,000 ▲ 3,124 108,341 0 12.2% 0.0% 4.6% 33.5%

21 水産課 (公財)滋賀県水産振興協会 1,386,000 1,231,250 ▲ 36,932 1,251,867 0 97.3% 0.0% 3.1% 43.1%

22 監理課
(公財)滋賀県建設技術セン
ター

70,000 45,000 46,825 336,648 0 47.1% 0.0% 4.4% 25.3%

23 道路課 滋賀県道路公社 9,893,500 9,773,500 4,405 9,975,090 0 18.4% 0.0% 11.2% 7.3%

24 交通戦略課 信楽高原鐵道(株) 432,000 149,000 4,317 136,422 295,578 81.7% 0.0% 14.6% 59.4%

25
教育

委員会
文化財
保護課

(公財)滋賀県文化財保護協会 148,541 53,000 334 286,555 0 41.7% 0.0% 3.0% 52.5%

26
警察
本部

組織犯罪
対策課

(公財)滋賀県暴力団追放推進
センター

756,530 575,934 ▲ 259 770,244 0 99.9% 0.0% 24.2% 59.9%

16,462,348 14,843,278 278,541 29,571,606 1,743,666 52.8% 13.6% 10.0% 35.7%

16,492,148 14,877,456 588,119 29,292,972 1,832,699 51.6% 14.4% 10.1% 34.7%

16,600,910 14,985,065 754,053 28,704,854 2,112,920 50.7% 16.5% 9.7% 34.5%

No. 所管部局 法人名

基本金・資本金・基金等
の状況（千円）

直近の決算状況（千円）（％）

総　額
当期

正味財産
増減額

正味財産
期末残高

累積欠損金
自己資本

比率

県民
生活部

文化振興課

県出資額

借入金
依存率

管理費
比率

人件費
比率

商工観光
労働部

観光交流局

農政
水産部

畜産課

琵琶湖
環境部

森林政策課

健康医療
福祉部

生活衛生課

土木
交通部

計

【参考】前年度（平成27年度）

【参考】前年度（平成26年度）

（注１） 数値は、平成２８年度末時点の状況を記載。

（注２） 合計欄の比率には、全団体の単純平均値を記載。

（注３） 前年度以前の数値には、(公財)国際湖沼環境委員会のものを含んでいない。



２　県の人的・財政的関与の状況

1
総合

政策部
企画調整課 滋賀県土地開発公社 10 6 1 39 22 1 73,292 0 8,848,322 10,672,388

2
県民活動
生活課

(公財)淡海文化振興財団 18 2 1 6 0 1 50,368 0 0 0

3
(公財)滋賀県希望ヶ丘文化公
園

21 2 4 82 0 2 845,409 0 0 0

4 (公財)びわ湖芸術文化財団 26 2 4 66 10 3 1,081,814 0 0 0

5 スポーツ局 (公財)滋賀県体育協会 70 5 24 81 4 9 600,485 0 0 0

6
循環社会
推進課

(公財)滋賀県環境事業公社 17 4 5 9 4 2 564,978 0 0 1,505,720

7 (一社)滋賀県造林公社 11 4 0 26 10 1 417,572 18,556,378 0 0

8 (公財)滋賀県緑化推進会 22 2 3 2 0 1 0 0 0 0

9 障害福祉課 (公財)糸賀一雄記念財団 17 1 1 2 0 1 11,009 0 0 0

10
(一財)滋賀県動物保護管理協
会

18 5 4 7 0 0 67,871 0 0 0

11
(公財)滋賀県生活衛生営業指
導センター

25 0 0 3 0 1 30,095 0 0 0

12 商工政策課 (公財)滋賀県産業支援プラザ 23 2 5 55 2 2 333,069 3,800,000 0 0

13
モノづくり
振興課

(公財)滋賀県陶芸の森 21 3 2 15 1 0 172,228 0 0 0

14
(公社)びわこビジターズビュー
ロー

28 2 0 29 6 1 318,064 0 0 0

15 (公財)滋賀県国際協会 19 3 0 12 2 0 96,857 0 0 0

16
労働雇用
政策課

パナソニックアソシエイツ滋賀
（株）

7 1 0 56 0 0 0 0 0 0

17 農業経営課
(公財)滋賀県農林漁業担い手
育成基金

22 4 1 25 0 2 143,761 0 0 0

18 (公財)滋賀食肉公社 28 6 1 5 1 0 290,884 54,408 0 2,231,963

19 (株)滋賀食肉市場 14 0 1 36 0 0 17,794 44,476 350,000 0

20 (一社)滋賀県畜産振興協会 21 0 3 9 0 1 6,014 0 0 0

21 水産課 (公財)滋賀県水産振興協会 21 3 4 6 0 0 74,023 0 0 0

22 監理課
(公財)滋賀県建設技術セン
ター

16 4 3 25 9 8 148,059 0 0 0

23 道路課 滋賀県道路公社 5 1 2 26 11 1 0 0 0 0

24 交通戦略課 信楽高原鐵道(株) 10 1 0 20 0 0 0 0 0 0

25
教育

委員会
文化財
保護課

(公財)滋賀県文化財保護協会 14 1 4 43 5 2 440,603 0 0 0

26
警察
本部

組織犯罪
対策課

(公財)滋賀県暴力団追放推進
センター

14 2 3 2 0 1 3,527 0 0 0

518 66 76 687 87 40 5,787,776 22,455,262 9,198,322 14,410,071

514 66 70 680 77 39 6,787,643 22,468,330 9,412,057 15,051,885

519 65 71 653 72 40 5,619,581 22,468,517 9,259,792 13,421,069

No. 所管部局 法人名

県の人的関与の状況（人） 県の財政的関与の状況（千円）

県民
生活部

文化振興課

長期貸付金 短期貸付金
損失補償・
債務保証

残高
うち

県職員
うち

県OB
うち

県派遣

役員
総数

職員
総数

委託料・
補助金等うち

県OB

商工観光
労働部

観光交流局

農政
水産部

畜産課

琵琶湖
環境部

森林政策課

健康医療
福祉部

生活衛生課

土木
交通部

計

【参考】前年度（平成27年度）

【参考】前年度（平成26年度）

（注１） 数値は、平成２８年度末時点の状況を記載。

（注２） 役員は各年度改選時点、職員は各年度４月１日時点（いずれも非常勤を含む）の状況を記載。

（注３） 前年度以前の数値には、(公財)国際湖沼環境委員会のものを含んでいない。

（注４） 短期貸付金には、年度内に貸付と返済の双方が行われるものを含む。


